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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

2021年７月30日に提出いたしました第45期（自　2020年５月１日　至　2021年４月30日）有価証券報告書に添付し

ております「独立監査人の監査報告書」の記載事項の一部に原本と異なる箇所がありましたので、これを訂正するた

め有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　

２ 【訂正事項】

　2021年７月29日付　独立監査人の監査報告書

　　監査上の主要な検討事項の表中「監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由」に記載されている項目

 
３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

 
　独立監査法人の監査報告書

　　監査上の主要な検討事項

　　　監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由

　　　　（訂正前）

当事業年度に工事進行基準に基づいて計上した売上高の金額は、第２「事業の状況」３「経営者によ

る財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」の（受注及び売上の状況）に記載のとお

り113,661百万円であり、売上高の80.9％を占めている。記載のとおり113,661百万円であり、売上高の

80.9％を占めている。

　　　　　　　（後略）

 
　　　　（訂正後）

当事業年度に工事進行基準に基づいて計上した売上高の金額は、第２「事業の状況」３「経営者によ

る財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」の（受注及び売上の状況）に記載のとお

り113,661百万円であり、売上高の80.9％を占めている。
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